
　2011 年の春に始まったシリアの政情不安。それがシリ
ア国および関連諸国に与えた強烈な影響についてはさかん
に報じられているところであるが、それには文化財、考古
学研究への影響も含まれる。シリアは数十年もの間、西ア
ジア地域では有数の政権安定国であり続け考古学研究の中
心地の一つでもあったから、今期の不安で中止を余儀なく
された現地調査隊の数は 100 を超えている。情勢が終息す
る気配をみせない中、関係する考古学関係者の対応は様々
である。これまで実施した調査の出版に専念する、別の国
に調査地域を求める等々、方策もあろうが、現地渡航がか
なわないことには進展しない事業が多々あることは明らか
である。さらに懸念すべきは、遺跡の破壊や盗掘等、文化
財、すなわち考古学の研究対象そのものの消失が進んでい
ることである。
　この憂うべき状況について、これまでシリアで現地調査
を実施してきた各国研究者が意見交換しつつ、対応する組
織を作ってはどうか。2014 年 5 月、第 9 回国際古代西ア
ジア考古学会議（International Congress on the Archae-
ology of the Ancient Near East: ICAANE）において、そ
うした決議がなされた。それにしたがい、シーリーン

（shirin）というシリア文化財をめぐる国際ネットワーク
が発足した。紛争発生時ないし近い過去においてシリアで
考古学的な活動をしていた世界 17 ヶ国から各国一人ずつ
研究者が委員として加わって構成するものである。筆者は
日本の委員として関わることとなったので、組織の概要に
ついて簡単に報告しておきたい。
　「シーリーン」を正確に述べれば、シリア文化遺産（遺
跡、建造物、博物館）の保護・保全のための国際的研究者
連合といったところである。発起人代表をヨーロッパ・メ

ソポタミア研究所所長、M. ルボウ（Lebeau）として、ベ
ルギーで国際 NPO 法人として登記された。その後、設立
総会（後述）にて F. ブレメール（Braemer）、A. ジェイ
ミーソン（Jamieson）、H. キューネ（Kühne）、G. フィ
リップ（Philip）の 4 名が執行部として選出され、輪番で
代表を務めることになった。第一期はブレメールが会長、
キューネが副会長、フィリップが会計、ジェイミーソンが
事務局を担当する。
　設立の経緯や目的は、趣意書のとおりである（図 1）。
要するに、このネットワークは、シリア文化遺産の保護、
保全、復旧にあたって協力すること、そして現地で活動す
る文化財担当者を援助することを主たる目的としている。
外国人集団による援助押しつけというのではなく、現地の
みなさんの要請に応えるための組織であることが述べられ
ている。また、設立されたのはいわゆるイスラム国問題が
勃発する以前ではあるが、現地からの要請に対応するにあ
たっては、その政治的立場を考慮しないことも明言されて
いる。
　現在までの活動は、主として三つある。第一は、シリア
の遺跡データベース化。どのような遺跡がシリアにあり、
保護の対象とすべきなのか。シリアの古物博物館局

（DGAM）がまとめているとはいえ、最も詳細なデータを
持っているのは実際に諸遺跡の調査を主導していた各国の
調査隊である。どの遺跡については誰に問い合わせればよ
いのか、そういったリストの再整備がねらいと言ってよ
い。当面、1980 年以降に発掘された遺跡についてデータ
ベース化された。日本の場合、シリアの現地調査は主たる
5 機関ないしグループによって実施・承継されてきた（図
2）。データベース化の作業にあたっては、赤澤威、石田恵
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図 1　shirin の発起人文書
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子、西藤清秀、常木晃、大沼克彦諸氏から情報提供いただ
いた。図 2 に掲げたような遺跡が記載対象となった。各遺
跡の発掘成果だけでなく、出土物の保管状況、現在の問い
合わせ担当者などもわかる範囲でデータベースに搭載し
た。ただし、このデータベースは現状では非公開であり、
しかるべき方面にのみ開示することとなっている。一般公
開すると盗掘、盗難先を特定することにもなりかねないか
らである。
　第二は、委員の意見交換の場とする総会の開催。2014
年の 7 月に発足した法人とは言え、皆が集まる機会を設け
るには時間がかかった。第 1 回の総会は 2015 年 6 月に開
催された。第 61 回国際アッシリア学会（Rencontre As-
syriologique Internationale）がスイス、ベルンで開催さ
れた機をとらえて、おこなわれたものである。会の構成や
今後の方針などが確認されたほか、第一期執行部の構成、
今後の方針などが確認された。また、同時に開かれたシリ
ア文化財問題セッションにおいては、シリア在住あるいは
ヨーロッパ在住のシリア人文化財関係者、そして関連する
国々の取り組みが紹介された。報じられる現地の悲惨な状
況はともかく、筆者の印象に特に残ったのはドイツのテ
ル・ハラフ博物館の事例報告である。第二次世界大戦でベ
ルリンが空爆にさらされたことはよく知られている。空爆
は、ベルリンに保管されていた文化財をも破壊した。それ

には、20 世紀初頭に M. オッペンハイム（Oppenheim）
がシリアのハラフ（Halaf）遺跡で発掘した鉄器時代の石
像群も含まれていた。しかし、石像群をあらゆる角度から
撮影した写真記録が保管されていたこと、爆破後の部品が
全て保管されていたことなどから、数年間の努力をへて、
大方が接合、復元可能な状態となったことが報じられた。
2000 年代の取り組みではあるが、最近、シリアで破壊と
の報があいつぐ文化財、例えばパルミラ（Palmyra）の神
殿やアッシリア時代の石像群なども救済できないわけでは
ない、と皆を勇気づける事例であった。
　こうした総会は今後、毎年実施される。ICAANE と国
際アッシリア学会が隔年で開催されることから、その場を
借 り て 実 施 さ れ る。 次 回 の 総 会 は 2016 年 の 第 10 回
ICAANE においてということになる。
　さて、第三はニューズレターの発行による情報発信であ
る。不定期であるが、上記のようなミーティングあるい
は、注目すべき各種イベント、ニュースなどが pdf にて発
信されている。これには、2015 年 12 月、ベイルートで開
催された日本西アジア考古学会共催のシリア考古学文化遺
産国際会議が多大な貢献をなしたことも記されている。ま
た、各国の取り組みを回覧する活動もさかんである。一例
をあげれば、2015 年末に配信されたベルギーのシリア人
博士号取得者のポスドク研究員雇用情報は有効に見えた。

図 2　日本人によるシリア現地調査（西秋 2014: 図 3 を改変）
＊�東京大学の調査には東洋文化研究所、総合研究博物館（資料館）、および調査拠点が国際日本文化研究センター、高知工科大学におかれた調査を含む；古代
オリエント博物館調査には上智大学の調査を含む；橿原考古学研究所には奈良シルクロード、タルトゥース調査、奈良大学調査団を含む；国士舘大学には
イラク古代文化研究所、体育学部が主催した調査を含む。
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難民の受け入れは各国の政策にしたがう問題であるから
ナーバスである。シリア人学生の受け入れをすすめるべき
との意見もあるが、これも各大学で定められたアドミッ
ション・ポリシーに照らすべきことであって、慎重な議論
が尽くされるべきであろう。しかし、博士研究員であれば
柔軟な対応が可能であって、研究者ならではの提案と思わ
れた。
　以上のように、シーリーンは現在のところ、全員で何か
を実施する母体と言うよりは個々に動いているプロジェク
トの情報を集約するプラットフォームといった具合であ
る。そして、それは効果的に機能しているようにみえる。
日本西アジア考古学会をはじめ、各国で進められているシ
リア文化財支援活動にどのようなものがあるかを調べた
り、自らの活動を伝えたり、さらには、連携できることを
検討するなど多様な活用の仕方がありうるだろう。また、

連携次第では、将来的に（最も望ましいのはこのような組
織が早く不要となることではあるが…）、独自の支援策の
実践も可能になると思われる。
　シーリーンは会員（個人、機関）のおさめる会費、寄付
などをもとに、財政的にはきわめてささやかに運営されて
いる。入会、寄付の申込みは随時受け付けている。また、
ボランティアや情報提供も募集している。詳細はホーム
ページを参照いただきたい（http://shirin-international.
org/）。
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